
Ⅰ．緒　言

　国民生活センター（２０１３）によれば，国民生活セ
ンターと全国の消費生活センターをネットワークで
結び，全国の消費者から寄せられる「消費生活に関
する苦情相談情報」の収集を行っている“PIO-NET”
（全国消費生活情報ネットワーク・システム）にお

ける苦情相談（危害情報を含む）の件数は２００４年度
の１,９１９,６７４件をピークに年々減少し続け，２０１２年度
には８５２,６４９件と，前年度（８８３,５７６件）より３０,０００件
ほど少なくなっている。こうした苦情相談件数の減
少傾向には，以下のような消費者苦情行動の実態が
影響しているものと思料される。
　消費者庁が２０１３年２月に実施した「平成２４年度消
費者意識基本調査」によれば，何らかの不平・不満
を持ったり，実際に被害等にあったりした消費者は，
２９.７％が「家族，知人，同僚等の身近な人」を相談

スポーツ経営における「顧客苦情マネジメント戦略」に関する実証的研究（中西純司） 37

スポーツ経営における「顧客苦情マネジメント戦略」
に関する実証的研究

─特に，民間スポーツ・フィットネスクラブの経営に
焦点をあてて─

中西　純司ⅰ

　本研究の目的は，民間スポーツ・フィットネスクラブ（以下，「民間クラブ」と略す）の経営に焦点をあ
て，「顧客」であるクラブ会員からの苦情をどのように捉えているのかを明確にするとともに，民間クラブ
経営における「顧客苦情マネジメント戦略」モデルを構築することである。そのため，２０１３年２月１２日～
４月３０日に，顧客苦情マネジメント戦略に関する２２インディケータを含む質問紙調査票が全国の民間クラ
ブ１,０００ヶ所の支配人等に郵送され，有効標本回収数・回収率は１３７，１３.７％であった。主なデータ分析方
法には，探索的因子分析と，IBM SPSS Amos ２１.０による確認的因子分析を用いた。本研究の主な結果は
以下の通りである：
　１）全体の７７.５％の民間クラブは顧客苦情を「抑制要因」もしくは「刺激要因」として認識しているのに
対して，「促進要因」としてポジティブに捉えている民間クラブは１８.８％に過ぎなかった。
　２）探索的因子分析および確認的因子分析の結果，顧客苦情マネジメント戦略は「A．苦情情報フィー
ドバック」「C．苦情処理・分析・報告」「P．苦情哲学・苦情促進」「P．苦情マネジメント体制」「D．苦情
対応プロセス」といった５次元モデルで構成されることが明確にされた。
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ネジメント戦略，PDCAサイクル

ⅰ 立命館大学産業社会学部教授

『立命館産業社会論集』第４９巻第４号 ２０１４年３月



相手として挙げており，一方，３０.７％は「誰にも相
談したり，伝えたりしなかった」と回答し，「相談し
ても仕方ないと思った」が最も高い割合（３８.７％）
を示した理由であるという。また，中西（２０１０a）が
民間スポーツ・フィットネスクラブ（以下，「民間
クラブ」と略す）の会員を対象に調査した苦情行動
研究では，過去１年間に何らかの不平・不満を持っ
た会員のうち５６.７％は何も苦情を言わない「サイレ
ント・カスタマー」（silent customer）であり，「行
動に移すほどの不平・不満ではなかったから」
（３２.２％），「仕方がないことだから」（２７.６％），「行動
を起こしても，改善が見込めないから」（２７.０％），
「行動に移すのが面倒だから」（２２.４％）などが，苦
情を言わない理由として明確にされた。このように，
約５～６割は「沈黙する消費者」と化しているため，
消費者が簡単に苦情や不平・不満を訴えることので
きる「苦情社会」の時代にあっても，実際に顕在化
される消費者苦情は減少するとともに，「氷山の一
角」となっていくのは想像に難くないことであろう。
　翻って，「顧客の創造」を唯一の目的とするビジ
ネスの世界では，怒った顧客からの罵倒や厳しい批
判などの「苦情」（complaints），いわゆる「顧客苦
情」（customer complaints）は自組織のビジネス分
野における信用と評判を著しく陥落させる恐れがあ
るため，煩わしいものとして嫌われる傾向にある。
かかる傾向は，質の高いスポーツサービスの生産と

消費を主なビジネスとするスポーツ経営の分野でも
同様であろう。Stauss and Seidel（２００４）によれば，
こうした恐れや煩わしさは，①苦情件数が少ないの
で，我々の顧客は満足している，②苦情件数は最小
限に抑えられるべきだ，③苦情を申し立てる顧客は
「敵対者」である，④苦情を申し立てる顧客の多く
は，もともと不平・不満の多い人々である，⑤苦情
処理には大きな費用がかかる，といったビジネス界
に根強く残る「苦情についての誤解・偏見」が大き
な影響を及ぼしているからであるという。
　と同時に，Stauss and Seidel（２００４，pp.２２-２４）は，
エビデンス（科学的根拠）に基づいて，こうした
様々な誤解・偏見がすべて間違いであると反駁し，
「苦情についての真実」を明確にしている。いうな
れば，「顧客との関係悪化の最も確かな兆候は，顧
客が苦情を言わなくなることであり，良好な関係を
維持している固定客には必ず，何らかの不満があ
る」（Levitt, １９８３）はずであり，「苦情は顧客からの
贈り物（gift）」（Barlow and Moller, １９９６）といった
ように，「苦情と顧客ニーズとは表裏の関係にある」
というポジティブ思考が，「苦情についての真実」
なのである。
　したがって，多くのスポーツ組織がスポーツ経営
やマーケティングを成功させようとするならば，
“DIRFT”（Do It Right the First Time.；物事を最初
に正しく実行する）のメカニズム（Goodman, ２００９）
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図１　DIRFTのメカニズム（Goodman, ２００９，p.２４の図を筆者が翻訳）



に依拠して（図１参照），顧客からの問い合わせや
苦情を歓迎する組織風土や環境を創り，そうした問
い合わせや苦情などを効率的かつ効果的にマネジメ
ントするための戦略フレームワーク，いわゆる「顧
客苦情マネジメント戦略」を構築していくことが喫
緊の経営課題である。また，サービスの失敗
（service failure）から起こる問題（不平・不満，苦
情）への迅速かつ適切な対応と望ましい顧客関係の
維持・発展を図るための体系的かつ効果的な顧客苦
情マネジメント戦略や「サービス・リカバリー」
（service recovery）活動は，怒った顧客に対して何
を提供できるかを示す絶好の機会でもある。
　そこで，本研究では，民間クラブの経営に焦点を
あて，「顧客」としてのクラブ会員からの苦情をど
のように捉えているのかを明確にするとともに，民
間クラブ経営における顧客苦情マネジメント戦略に
ついて体系化していくことが主な目的である。

Ⅱ．研究の方法

１．研究の枠組み：仮説的概念モデルの構築と提示
　本研究では，Barlow and Moller（１９９６）が各章
（第１章～第１３章）で示したチェックポイントや，
Stauss and Seidel（２００４，pp.３４５-３５２）が作成した
「苦情マネジメント・チェックリスト」（苦情マネジ
メントの重要性，苦情の促進，苦情の受理，苦情の
処理，苦情への対応，苦情の分析，苦情マネジメン
トの管理，苦情報告，苦情情報の活用，苦情マネジ
メントの人的資源の側面，苦情マネジメントの組織
的側面，苦情マネジメントの技術的側面の１２次元６０
項目から構成されている）について，目には見えな
い無形のスポーツ・フィットネスサービスを生産・
提供するという，民間クラブのスポーツ経営方法と
戦略策定には必要不可欠なPDCAサイクルの視座か
ら吟味した。
　その結果，「顧客苦情マネジメント戦略に関する
仮説的概念モデル」（以下，「仮説的概念モデル」と
略す）を構成する要素（概念）として，「Ⅰ．苦情マ

ネジメント体制」「Ⅱ．苦情哲学」「Ⅲ．苦情促進」
「Ⅳ．苦情マネジメント技術」「Ⅴ．苦情対応プロセ
ス」「Ⅵ．苦情処理・分析・報告」，そして「Ⅶ．苦
情情報フィードバック」といった７つの仮説的構成
概念を抽出し設定した。図２は，７つの仮説的構成
概念をPDCAサイクルにあてはめて構築した仮説的
概念モデルである。

２．測定用具の開発
　ここでは，民間クラブ経営における仮説的概念モ
デルの妥当性・信頼性について実証的に検証するた
めに，仮説的概念モデルを構成する各概念を測定す
るための用具（インディケータ）を開発・設定する。
　第一に，苦情マネジメント体制については，苦情
対応に対する役割分担やその権限と責任の明確化に
関わる３項目のインディケータを設定した。
　第二に，苦情哲学とは，「苦情は顧客からの贈り
物」「サービスを変えるチャンス」といった哲学や
目標が明確にされているかどうかを示すものであり，
インディケータ３項目を設定した。
　第三の苦情促進については，苦情を歓迎する環境
づくりや苦情チャネル（苦情受付経路等）の簡易化
と明確化，および苦情受理に関するコミュニケーシ
ョンと支援の実施に関する４項目のインディケータ
を設定した。
　第四に，苦情マネジメント技術と苦情対応プロセ
スについては，顧客との実際の接触場面（サービ
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図２　仮説的概念モデルの提示



ス・エンカウンター）において発揮される活動であ
り，顧客満足度・苦情調査などの定期的実施，ガイ
ドラインや行動基準の設定と導入および苦情対応プ
ロセスの監視，そして公正かつ誠実な対応と人間的
な信頼性の確保および解決策の提案などで構成され
ている。そのため，前者のインディケータとして２
項目を，また後者のそれとして３項目を，それぞれ
設定することにした。
　第五に，苦情処理・分析・報告については，苦情
に関する質的データの処理と定性的分析の実施や，
苦情分析結果のデータベース化による情報蓄積と共
有化の推進に関する４項目をインディケータとして
設定することにした。

　最後は，苦情処理・分析・報告の段階で明確にさ
れたあらゆる苦情情報をスポーツ経営の質的向上や
改善に活かすといった苦情情報フィードバックであ
り，３項目のインディケータを設定した。
　これまで説明してきた，仮説的構成概念と各イン
ディケータ（７次元２２項目）をまとめたものが表１
である。また，表１にも示しているように，インデ
ィケータの最初に「私たちのクラブでは，…〈以下
のインディケータが続く〉」を設定し，例えば，第１
番目の質問では「私たちのクラブでは，管理職（支
配人など）が会員からの苦情を戦略的に重視してい
る」といったワーディング（質問文・質問項目）に
なるよう配慮した。さらに，２２のインディケータに
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表１　顧客苦情マネジメント戦略に関する仮説的構成概念とインディケータ群

［２２のインディケータ群］
私たちのクラブでは，……　〈以下のインディケータが続く〉

仮説的構成概念

苦情対応に関して，スタッフの適切な行動と判断が重視されている３①
Ｐ．苦情マネジメント
　　体制

Plan

スタッフが苦情対応に関する知識・技術を十分有している２②

苦情対応に関して，クラブ内で適切な役割分担がなされている４③

すべてのスタッフが苦情を「ビジネス・チャンス」として捉えている５①

Ｐ．苦情哲学 苦情対応技術の向上が重要な事業目標・課題である６②

管理職（支配人など）が会員からの苦情を戦略的に重視している１③

些細なことでも，会員からの苦情にきちんと耳を傾けている７①

Ｐ．苦情促進
会員が苦情を言いやすい環境づくりを常に工夫している８②

苦情対応方法がマニュアル等で明確に決められている９③

受け付けた苦情のすべてが本社や管理職に迅速かつ正確に伝えられる１０④

会員の声を把握するために，定期的に会員調査を実施している１１①Ｄ．苦情マネジメント
　　技術

Do

会員の声を理解するために，スタッフが会員とのコミュニケーションを密にとっている１２②

苦情を申し立てた会員に進捗状況や最終的な回答文書を渡すようにしている１５①

Ｄ．苦情対応プロセス 各会員の状況に合わせた苦情対応を行うよう心がけている１３②

苦情を申し立てた会員に対して公正な解決策を提供するようにしている１４③

苦情件数やその時間的推移が定期的に処理・分析されている１６①

Ｃ．苦情処理・分析・
　　報告

Check
苦情内容やその原因について様々な角度から詳細に分析している１７②

苦情内容やその原因について，クラブ内の会議等で定期的に報告・共有されている１８③

すべてのスタッフが苦情内容とその原因について知ることができる１９④

分析・処理された苦情内容・原因が苦情対応業務の質的向上・改善に活用されている２０①

Ａ．苦情情報フィード
　　バック

Action
分析・処理された苦情内容・原因がクラブ経営の継続的改善に活用されている２１②

分析・処理された苦情内容・原因が各種プログラムの開発や会員サービスの向上に活用
されている

２２③



関するワーディングについては，事前に民間クラブ
関係者４名に吟味してもらった。
　なお，各インディケータの測定スケールには，
「１．まったくあてはまらない」から「５．かなり
あてはまる」までのリッカート型の５段階評定を用
いた。

３．データの収集
　本研究における調査は，２０１３年２月時点で，（株）
クラブビジネスジャパン「フィットネスビジネス」
編集部が運用する“FitnessOnline”（http://www.
 fitnessclub.jp/search/index.html）に登録されてい
る全国３,９４５ヶ所の民間クラブ組織の中から，調査
区を９つの地区単位（北海道地区，東北地区，関東
地区，中部地区，北陸地区，関西地区，中国地区，
四国地区，九州・沖縄地区）に分けて，無作為抽出
法によって１,０００ヶ所の民間クラブ組織（事業所）
を選定し，各クラブの支配人ないしはトップ・マネ
ジメントを対象に実施された。
　調査方法には郵送法による質問紙調査が用いられ，
調査実施期間は２０１３年２月１２日～４月３０日（催促状
による延長期間を含む）であった。また，有効標本
回収数および回収率は，それぞれ１３７，１３.７％であっ
た。
　なお，調査対象となった民間クラブ組織の概要は，
表２に示す通りである。

４．データの分析方法
　ここでは，以下のような分析方法（５つのステッ
プ）を用いて，本研究で構築・提示した仮説的概念
モデルの信頼性と妥当性を検証していきたい。
（１）天井効果／フロア（床）効果の確認
　第１ステップでは，先に設定した７次元２２項目か
らなるインディケータ群に天井効果もしくはフロア
（床）効果が見られないか否かを確認した。
　小塩（２００５，p.２５）によれば，天井効果／フロア
（床）効果とは，「平均値±標準偏差（SD）」によっ
て算出され，回答分布の偏りや歪みを確認するため

の方法であるという。天井効果とは「平均値＋SD
＞測定スケールの最高値」という関係になることで
あり，回答が高得点の方に偏っていることを意味す
る。一方，フロア効果とは「平均値－SD＜測定ス
ケールの最低値」という関係になることであり，回
答が低得点に分布していることを意味する。
　いずれの場合も，インディケータとしては適切で
はないと判断し，削除することが望ましいというこ
とである。
（２）項目分析
　第２ステップでは，インディケータ群の信頼性を
高めるために，①項目間相関分析，②項目－全体得
点間相関分析（Item－Total Correlation Analysis），
および③上位－下位分析（Good－Poor Analysis）
といった３つの項目分析を用いた。
（３）探索的因子分析
　第３ステップでは，こうした仮説的概念モデルが，
実際にはどのような潜在変数（共通因子）から構成
されるのかを明確にするために，探索的因子分析
（Exploratory Factor Analysis；EFA）を用いた。そ
の際，主因子法と，インディケータ間に「相関を仮
定する１）」斜交回転プロマックス法を援用した。
（４）主成分分析と信頼性分析
　第４ステップでは，上述した探索的因子分析にお
ける斜交回転プロマックス法では算出されない，回
転後の因子寄与率（分散の％）を補助し，各因子の
説明力を明確にするために，観測された複数の変数
（インディケータ）がもつ共通の情報を合成変数と
して集約する統計手法である主成分分析における固
有値と分散の％を算出することにした。
　と同時に，各インディケータの内的整合性（信頼
性）を検討するために，信頼性分析を実施しクロン
バックの信頼性 α係数（Cronbach’s coefficient 
alpha）を算出した。このα係数は０～１の数値で示
され，０.７～０.８以上であれば内的整合性が高いと判
断されるが，０.５を切るような尺度は再検討するべ
きである（小塩，２００４，p.１４３）。
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表２　調査対象の概要

％度数民間クラブ組織のプロフィール項目

３.６５１．北海道地区

９つの調査区
（N ＝１３７）

Ⅰ．所在地区

２.９４２．東北地区

３７.２５１３．関東地区

１２.４１７４．中部地区

６.６９５．北陸地区

２４.１３３６．関西地区

４.４６７．中国地区

３.６５８．四国地区

５.１７９．九州・沖縄地区

１１.５１５１．導入期（１９７０－１９８３）
業界全体のライフ
サイクル曲線に
基づく分類

（N ＝１３１，NA ＝６）

Ⅱ．創設年
１３.７１８２．成長期（１９８４－１９８９）

２１.４２８３．成熟期（１９９０－１９９９）

５３.４７０４．第２次成長期（２０００－）

９４.９１３０１．チェーン展開

①店舗形態・規模
　（N ＝１３７）

Ⅲ．事業概要

６２.０８５全国

※展開規模 ２７.８３８地域

５.１７都心

５.１７２．単独展開

８６.７１１７１．スイミング事業

②展開事業

　※　複数回答
　（N ＝１３５，NA ＝２）

９１.９１２４２．スタジオ事業

９１.１１２３３．トレーニングジム事業

９.６１３４．テニス事業

７.４１０５．ラケットボール・スカッシュ事業

１７.８２４６．ゴルフ事業

４２.２５７７．エステ・マッサージ事業

４７.４６４８．カルチャースクール事業

１０.４１４９．その他

７９.２９９１．黒　字

①収支状況
（N ＝１２５，NA ＝１２）

Ⅳ．事業成果

１０.４１３２．均　衡

７.２９３．赤　字

３.２４４．不　明

SD
１.７７５７

平均値
３.３１４

②月間平均退会率（％）（N ＝１１５，NA ＝２２）



（５）確認的（確証的，検証的）因子分析
　①共分散構造分析
　共分散構造分析（Covariance Structure Analysis）
とは，社会・自然現象の因果関係を明確にするため
の統計的手法である。いうなれば，直接は観測や測
定ができない概念，いわゆる構成概念（construct）
の間の因果関係（因果モデル）を検証していく分析
方法である。したがって，共分散構造分析は，先行
研究等に基づいて研究者自身が構築した仮説的概念
モデルや，上述した探索的因子分析によって得られ
た，各因子とインディケータ（観測変数）間の関係
モデルといった「因果モデル」を検証するのに最も
有効な統計的手法であると言っても過言ではない。
　第５ステップでは，仮説的概念モデルや，探索的
因子分析で得られた因果モデルの構成概念妥当性を
明確にするために，共分散構造分析の１つの方法で
あ る 確 認 的 因 子 分 析（Confirmatory Factor 
Analysis；CFA）を実施した。なお，共分散構造分
析にはIBM SPSS Amos ２１.０を用いた。
　②因果モデルの適合度評価
　こうした因果モデルを一般化するには，そのモデ
ルが観測された現象とどの程度適合しているかを判
定する適合度評価が求められる。ここでいう適合度
とはモデルと実測データとの距離であり，距離が遠
ければ悪いモデル，近ければ良いモデルと判断され
るものである。そうした判定基準としてはχ2乗（カ
イ２乗）検定が最も一般的であるが，適合度評価と
しては，この他にも様々な指標が考案されている。
中でも，適合度指標（Goodness of Fit Index；GFI）
と修正適合度指標（Adjusted Goodness of Fit 
Index；AGFI），比較適合度指標（Comparative Fit 
Index；CFI），及び平均二乗誤差平方根（Root 
Mean Square Error of Approximation；RMSEA）が
多用されている。
　χ2乗検定においては，「構成されたモデルは正し
い」という帰無仮説を検定する方法である。つまり，
χ2乗値が一定の有意水準の値よりも大きければ（有
意確率p値が０.０５水準以下で有意であれば），帰無仮

説が棄却され，「モデルは正しくない」という判断
がなされるのである。通常は，χ2乗値が一定の有意
水準の値よりも小さくて，帰無仮説が棄却されない
ことにより，そのモデルは正しいと判断される。し
かし，「カイ２乗検定はケース数に強く依存し，ケ
ース数が少ないと棄却され難く，多いと棄却され易
くなる。このため，ケース数が数百を超えると
（３００～４００以上のとき），モデルを受容できるかどう
かをカイ２乗検定で判断することは困難となる」
（山本・小野寺，２００５，p.１７）という欠点をχ2乗検定
は有している。
　したがって，このようなχ2乗検定の欠点に配慮し
た上で，仮説的概念モデルの適合度を正確に判定す
るためには，上述したようなGFI，AGFI，CFI，及
びRMSEAなどの適合度評価指標を有効活用するこ
とが重要である。GFIやCFIは１（完全適合）に近
いほど説明力のあるモデルと判断され，０.９０以上で
あること，いわゆる「０.９基準」が１つの目安となっ
ている２）（狩野・三浦，２００３，p.１４１）。AGFIは，
GFIやCFIと同様，０～１までの値をとり，１に近
いほど実測データへの当てはまりがよい。また，
GFIとの数学的関係はGFI≧AGFIであり，GFIと比
較してAGFIが著しく低下するモデルはあまり好ま
しくない（小塩，２００５，p.２６７）。RMSEAは，モデル
の複雑さによる見かけ上の適合度の上昇を調整する
適合度指標の１つで，ケース数が多いときにカイ２
乗検定に代えて使用するのに便利である（山本・小
野寺，２００５，p.１７）。一般的には，その値が０.０５以下
であれば適合度が高く３），０.１０以上の値を示すモデ
ルは採択すべきではないとされており，０.０５＜
RMSEA＜０.１０の範囲はグレーゾーンとされている
（田部井，２００１）。
　しかし，こうした一連の適合度評価指標を用いて
複数の因果モデルの候補を選択しても，最終的に受
容できる因果モデルの採択を決定しにくい場合も
多々ある。その際は，複数のモデルを比較し，相対
的な良さを評価するための指標として，赤池情報量
基準（Akaike’s Information Criterion；AIC）を用い，
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AICが最小のモデルを採択するのがよいとされてい
る（豊田，１９９２）。

Ⅲ．結果と考察

１．顧客苦情に対する民間クラブ組織の捉え方
　はじめに，民間クラブ組織が顧客としてのクラブ
会員からの苦情をどのように捉えているのか（苦情
認識）について分析してみたい。ここでいう顧客苦
情とは，クラブ会員からの不平・不満の声や意見・
要望，および相談や悩みなどを包括した意味である。
　図３は，顧客苦情に対する民間クラブ組織の捉え
方を示したものである。その結果，民間クラブ組織
の７４.４％は，顧客苦情を「情報収集のチャンスであ
る」といったような「刺激要因」として認識してい
た。これに対して，「会員からの『贈り物』である」

といったような「促進要因」として捉えている民間
クラブ組織は１８.８％に過ぎないということが明確に
された。また，僅かではあるが，「クラブ経営の恥
である」（０.８％），「失敗の証である」（２.３％）といっ
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図３　民間クラブ組織の苦情認識

表３　民間クラブ組織に寄せられる顧客苦情の内容（１）

合計％第５位第４位第３位第２位第１位クラブ会員から申し立てられた顧客苦情内容

８１.８４.４６３.６５１１.７１６６.６９５５.５７６１．レッスンや各種プログラム全般

２１.９５.１７６.６９５.１７２.９４２.２３２．施設内の過剰混雑

３１.４７.３１０１０.２１４５.８８５.１７２.９４３．器具・用具等の故障

３５.０５.８８１０.２１４７.３１０１０.２１４１.５２４．スタジオ・プール・ジムなどの清掃不足

１４.６５.８８２.９４２.２３１.５２２.２３５．入・退会・休会手続きやクラブ利用手続き等

３５.０５.８８８.８１２９.５１３８.８１２２.２３
６．営業日・営業時間やレッスン開始時間などの
　　スケジュール設定

１.５０.７１０.７１－－－－－－７．館内掲示物や館内案内表示

４.４２.９４０.７１－－０.７１－－８．リスクマネジメント・安全管理面

３８.０１３.９１９８.８１２７.３１０６.６９１.５２９．会員サービスの質・内容

４４.５７.３１０１０.９１５１０.９１５１０.９１５４.４６１０．スタッフの接客・専門知識・指導力等

６４.２５.１７１３.１１８１６.８２３１８.２２５１０.９１５１１．他の会員の非常識な行動や自分勝手な振る舞い等

４３.１６.６９７.３１０９.５１３１１.７１６８.０１１１２．施設・設備環境全般

２５.５５.８８３.６５６.６９７.３１０２.２３１３．駐車場やロッカールーム・トイレなどの付帯施設

３８.０１３.１１８６.６９４.４６８.８１２５.１７１４．シャワーやサウナ・スパ等の付属設備・備品関連

４.４３.６５－－０.７１－－－－１５．会費や施設利用料などの価格設定

２.２０.７１０.７１－－－－０.７１１６．その他

９４.２１２９９４.９１３０９７.８１３４９９.３１３６９９.３１３６合　　計

平均１２８件（１２８.１８）　最小４件　最大１,５００件
１２２クラブに寄せられた顧客苦情件数（過去１年間）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N.A.＝１５

note；第５位までの一部順位回答形式（N＝１３７）



たように，自クラブのスポーツ経営の「抑制要因」
として認識する民間クラブ組織も存在していた。
　顧客苦情というものは，抑制要因や刺激要因とし
てそのまま放置しておけばビジネスを「危険」な状
況に追い込むが，促進要因として捉え，迅速かつ的
確な苦情対応を行えば，むしろ経営改善の「機会」
になるものと思料される。本研究の結果からは，顧
客苦情を自クラブのスポーツ経営に「危機」感を持
たせ，絶え間なるビジネス・イノベーションを起こ
すのに最適な促進剤として，ポジティブに捉える段
階にまでは至っていないということが示唆された。

２．民間クラブ組織に寄せられる顧客苦情の内容
　続いて，過去１年間に，民間クラブ組織にどのよ
うな顧客苦情が申し立てられているのか，またどれ
くらいの件数の顧客苦情が寄せられているのかにつ
いて吟味していきたい。そのため，民間クラブ組織
に申し立てられる顧客苦情内容の把握には，１６カテ
ゴリー４）に分類された顧客苦情項目の中から苦情
申し立てが最も多い順に第１位から第５位まで選択

するという一部順位回答形式を，そして過去１年間
の苦情件数の把握については，自由回答法（離散型
数値記入法）を用いた。
　表３は，過去１年間における顧客苦情内容（第１
位～第５位まで）と苦情件数についてまとめたもの
であり，図４は顧客苦情内容を視覚的にグラフ化し
たものである。
　その結果，過去１年間で民間クラブ組織に寄せら
れた顧客苦情件数は，平均１２８件であり，最小４件，
最大１,５００件であった。こうした件数を，敢えて国
民生活センターに寄せられる商品等分類別苦情相談
件数（２０１２年度）と比較してみると，かなり少ない
数字であり，民間クラブ組織においても顧客苦情が
氷山の一角であるということが理解できよう。
　こうして寄せられた顧客苦情の中で第１位として
最も高い割合を示した顧客苦情は，「１．レッスン
や各種プログラム全般」（５５.５％）に関する内容あっ
た。続いて，第２位～第４位として最も高い割合を
示したのは，「１１．他の会員の非常識な行動や自分
勝手な振る舞い等」（１８.２％；１６.８％；１３.１％）に関
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note；第５位までの一部順位回答形式（N＝１３７）。また，表３中の１５，１６番目の項目には回答数が少なかったので，割愛した。

図４　民間クラブ組織に寄せられる顧客苦情の内容（２）



する苦情内容であった。最後に，第５位として比較
的高い割合を示した顧客苦情は，「９．会員サービ
スの質・内容」（１３.９％）と「１４．シャワーやサウ
ナ・スパ等の付属設備・備品関連」に関する内容で
あった。
　このような一部順位回答形式による結果を５つま
での制限複数回答形式として集計・分析してみると
（表３中の合計％の欄と図４を参照），「１．レッス
ンや各種プログラム全般」に関する顧客苦情が
８１.８％と最も高い割合を占めていることが明らかに
された。これに続いて，「１１．他の会員の非常識な
行動や自分勝手な振る舞い等」（６４.２％），「１０．スタ
ッフの接客・専門知識・指導力等」（４４.５％），「１２．
施設・設備環境全般」（４３.１％），「９．会員サービス
の質・内容」（３８.０％）および「１４．シャワーやサウ
ナ・スパ等の付属設備・備品関連」（３８.０％）という
順に高い割合が示されていた。
　以上のようなことから，今後，民間クラブ組織に
は，①会員ニーズに合ったレッスンや各種プログラ
ムの設定と新規開発，および会員サービスの質的向
上，②クラブ利用にあたってのルールやマナー等を
（再）確認するための会員教育（顧客教育）の徹底，
③各種スタッフ研修会（ホスピタリティ研修会や専
門的指導力向上研修会など）の開催と受講の義務化，
そして④施設・設備環境・付属設備・備品関連とい
ったハード面の整備・充実など，クラブ会員の声を
活かしたスポーツ経営改善戦略を策定・実行してい
くことが強く求められるであろう。

３．顧客苦情マネジメント体制の実際
　ここでは，民間クラブ組織がどのような顧客苦情
マネジメント体制を構築しているのかについて分析
していきたい。そのため，①苦情対応部門の設置状
況，②苦情チャネル（受付経路），③苦情担当責任者
の有無，④目的や業務内容の明確化，⑤苦情対応マ
ニュアルの有無，⑥苦情対応予算の有無，⑦苦情処
理・分析ソフトの有無，⑧データベース登録の実施
状況などについて，適宜，二項選択回答形式や多項

選択回答形式，および無制限複数回答形式による質
問項目を設定した。
　表４-１～表４-３は，顧客苦情マネジメント体制
に関する８つの質問項目を集計した結果である。
　はじめに，表４-１を見てみると，「１．貴クラブ
内にのみ設置」（８.９％），「２．本社・本店にのみ設
置」（３８.５％），および「３．両方に設置」（２４.４％）
といったように，約７割の民間クラブ組織が顧客苦
情への迅速かつ的確な対応をするための苦情対応部
門（部署）を組織化していることが理解できる。し
かしながら，２６.７％の民間クラブ組織は組織化され
ていない（「４．設置していない」）状況にあるが，
表４-３の「③苦情担当責任者の有無」からすると，
経営責任と権限を持った支配人やトップ・マネジメ
ントなどが兼務（「いない」という回答が１３.９％）し
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表４－１　顧客苦情マネジメント体制①

％度数①苦情対応部門の設置状況

８.９１２１．貴クラブ内にのみ設置

３８.５５２２．本社・本店にのみ設置

２４.４３３３．両方に設置

２６.７３６４．設置していない

１.５２５．その他

１００.０１３５合　　計

note；NA＝２

表４－２　顧客苦情マネジメント体制②

％度数②苦情チャネル

８５.４％１１７１．フロント等設置の意見箱

５１.１％７０２．受付スタッフによる声掛け

６０.６％８３３．現場スタッフ等の声掛け

６.６％９４．会員との情報交換会等の開催

３８.０％５２５．会員アンケート調査の実施

４６.７％６４６．受付スタッフ等への電話

５３.３％７３７．本社の苦情対応

５３.３％７３８．会員からのメール

２.９％４９．その他

note；複数回答（N＝１３７）



ていたり，もしくは主任スタッフなどを苦情担当責
任者として任命（「いる」という回答が８６.１％）した
りといったように，各クラブの組織特性（スタッフ
数やスタッフの専門性・力量など）に合わせている
ものと思料される。
　次に，顧客苦情がどのようなチャネル（経路）で
民間クラブ組織に寄せられているのかといった苦情
チャネル（表４-２）については，「１．フロント等
設置の意見箱など」が８５.４％と最も高い割合を示し，
「３．現場スタッフ等の日常的・定期的な声掛け」
（６０.６％），「本社（お客様相談室など）の苦情対応」
（５３.３％）や「会員からのメール（PC，携帯電話な
ど）」（５３.３％），および「受付スタッフ等への電話」
（４６.７％）などが続いていた。
　最後に，表４-３を見てみると，苦情対応の目的
や業務内容が明確にされているか（④）や，苦情対
応マニュアルがあるか（⑤），および受け付けた苦
情をデータベースに毎回登録しているか（⑧），と
いった顧客苦情マネジメント体制については，約４
～５割の民間クラブ組織が整備している状況にあっ
た。しかし，苦情対応のための予算措置（⑥）や苦
情処理・分析のための独自のソフトウェアの所有
（⑦）については，僅かの民間クラブ組織が整備し
ていると回答していた。
　このようなことから，民間クラブ組織においては，
苦情対応部門の設置や苦情担当責任者の配置などの

組織体制は充実しているが，そうした組織を効率的
かつ効果的にマネジメントしていくためのソフト・
イノベーション（目的や業務内容，苦情対応マニュ
アルの作成，予算措置，苦情処理・分析ツールの開
発など）が進んでいないということが示唆される。

４．顧客苦情マネジメント戦略モデルの構築
　顧客苦情調査研究組織として世界的に広く知られ
ているTARP社（Technical Assistance Research 
Programs, Inc.；現在はTARP Worldwide社となっ
ている）が米国消費者問題局（the U.S. Office of 
Consumer Affairs）の依頼を受けて行った全国消費
者調査（１９７９，１９８６）によれば，商品・サービスを
購入した後に，３２.４％の消費者が不満を感じ，その
中の３１.０％は決して不満を声に出さないという。
　しかし，不満を声に出さなかった３１.０％の消費者
のうち，６３.２％（$１-$５の場合），９０.５％（$１００以上
の場合）の消費者は，同じ会社から商品・サービス
を買おうとはしないということが明らかにされた。
一方，不満の声を苦情として表明した６９.０％の者は，
もし苦情が迅速に解決された場合，７０.０％（$１-$５
の場合），５４.３％（$１００以上の場合）が再びその商
品・サービスを購入することも報告された。いわゆ
るこれが，「苦情を表明した顧客は，その迅速かつ
適切な対応に満足すると，不平・不満を抱えながら
も苦情を表明しない顧客よりも，商品・サービスの
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表４－３　顧客苦情マネジメント体制（③～⑧）

いない／ない／しないいる／ある／する顧客苦情マネジメント体制
（③～⑧） ％度数％度数

１３.９１９８６.１１１８③苦情担当責任者の有無（N＝１３７）

４８.５６６５１.５７０④目的や業務内容の明確化（N＝１３６）

５５.９７６４４.１６０⑤苦情対応マニュアルの有無（N＝１３６）

９４.８１２８５.２７⑥苦情対応予算の有無（N＝１３５）

８７.５１１９１２.５１７⑦苦情処理・分析ソフトの有無（N＝１３６）

４７.１６４５２.９７２⑧データベース登録の実施状況（N＝１３６）

note；N＝１３７



再購入率が高くなる」という「グッドマン
（Goodman, J.A.）の第一法則」と言われているもの
である。
　また，サービス・マーケティングの世界では，
「サービスの失敗に遭遇し，その対応に満足した顧
客は，失敗を経験していない顧客よりも，サービス
の再購入率や顧客ロイヤルティ（customer loyalty）
が高くなる」（Andreasen and Best, １９７７；Gilly and 
Gelb, １９８２；Adamson, １９９３；Andreassen,１９９９）と
いう現象があり，「サービス・リカバリー・パラド
ックス」（service recovery paradox）と呼ばれる。
　こうした法則や現象を踏まえれば，民間クラブ組
織が「生涯顧客づくり」（customers for life）の方法
として，どのような顧客苦情マネジメント戦略を構
築していくかを追究することは，これからの民間ク
ラブの経営にとっては緊要の課題でもある。
　ここでは，４．データの分析方法でも詳述したよ
うなステップに従って，仮説的概念モデルの信頼性
と妥当性について検証していきたい。
（１）天井効果／フロア（床）効果の確認
　第１ステップとして，表１に示した７次元２２項目
からなるインディケータそれぞれの平均値と標準偏
差（SD）を算出し，天井効果（平均値＋SD＞５）
とフロア効果（平均値－SD＜１）が見られないか
を確認した。
　その結果，すべてのインディケータには，天井効
果もフロア効果も見られなかったので，分析項目か
ら削除する必要はなかった。
（２）項目分析
　第２ステップでは，①項目間相関分析，②項目－
全体得点（I－T）間相関分析，および③上位－下位
（G－P）分析といった３つの項目分析を行った。
　①項目間相関分析
　はじめに，７次元２２項目からなるインディケータ
に対する相関分析を実施した結果，すべてのインデ
ィケータ間には５％水準ないしは１％水準で有意な
相関関係が認められた。したがって，分析項目とし
てインディケータを削除する必要はなかった。

　②項目－全体得点（I－T）間相関分析
　続いて，２２インディケータの全体得点と各インデ
ィケータとの相関分析を行った結果，すべてのイン
ディケータには０.４１８～０.６５９を範囲とする相関係数
が算出され，１％水準で有意な相関関係が認められ
たので，２２インディケータを分析項目として妥当で
あると判断した。
　③上位－下位（G－P）分析
　最後に，G－P分析を行うために，２２インディケ
ータの全体得点（最高点１１０点，最低点２２点）の平均
値７６.２３（標準偏差は１１.０１６）を基に，７７点以上を
「上位群」，７６点以下を「下位群」として分類した結
果，上位群が６４（４８.５％），下位群が６８（５１.５％）と
いった形に分類された。
　その後，２２インディケータに対して２グループ間
によるt－検定を実施した結果，すべてのインディ
ケータに関して２グループ間で０.１％水準の有意差
が認められたので，これらの２２インディケータを分
析項目として妥当であると判断した。
　以上のように，第２ステップにおいて３つの項目
分析を実施した結果，概念の操作化を行った７次元
２２インディケータは，民間クラブにおける顧客苦情
マネジメント戦略の現実を測定する上で，妥当かつ
信頼できる分析項目であると判断した。
（３）探索的因子分析
　第３ステップでは，仮説的概念モデルが実際には
どのような潜在変数（共通因子）から構成されるの
かを明確にするために，最終的な分析項目として精
選された２２インディケータに対して，主因子法と斜
交回転プロマックス法を用いた探索的因子分析を実
施した。表５は，探索的因子分析の結果をまとめた
ものである。
　その結果，表５にも示しているように，２１インデ
ィケータからなる５因子構造が得られ，全体的に洗
練された因子構造となっていることが理解できる。
また，初期の固有値の全分散も，回転前の５因子で
２１インディケータの６０.９９３％の説明力を有していた。
さらには，５つの因子間には正の相関関係（０.２１７～
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０.５３４）も認められた。
　したがって，第１因子には，「２０．分析・処理さ
れた苦情内容・原因が苦情対応業務の質的向上・改
善に活用されている」「２１．分析・処理された苦情
内容・原因がクラブ経営の継続的改善に活用されて
いる」「２２．分析・処理された苦情内容・原因が各
種プログラムの開発や会員サービスの向上に活用さ
れている」などの苦情情報フィードバックに関する
インディケータが集約されていたので，「A．苦情情

報フィードバック」と命名した。
　なお，因子名の先頭には，PDCAサイクルの
Action（反省・改善）に該当する戦略という意味で
頭文字「A」を付記した。以下，同様の考え方で，
Plan（計画）には「P」を，Do（実行）には「D」
を，そしてCheck（評価・診断）には「C」を，そ
れぞれ付記していきたい。
　次に，第２因子は，「１１．会員の声を把握するた
めに，定期的に会員調査を実施している」「１６．苦
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表５　顧客苦情マネジメント戦略インディケータに対する探索的因子分析の結果

Cronbach’s
α

主成分分析による
固有値・分散因子負荷量構成概念因　子　名

分散固有値

.８３１６８.６５５２.７４６

.９６５A．苦情情報フィードバック①

［第１因子］
A．苦情情報フィードバック

.６８９A．苦情情報フィードバック②

.８２３A．苦情情報フィードバック③

.６２２C．苦情処理・分析・報告④

.７７６７０.１０６２.１０３

.７７５C．苦情処理・分析・報告①
［第２因子］
C．苦情処理・分析・報告

.７９１C．苦情処理・分析・報告②

.６００D．苦情マネジメント技術①

.７８１４８.７１４２.９２３

.４９９P．苦情哲学①

［第３因子］
P．苦情哲学・苦情促進

.６２９P．苦情哲学②

.５５８P．苦情促進①

.７１２P．苦情促進②

.４１８P．苦情促進③

.４１６P．苦情促進④

.６７９５１.５３７２.０６１

.４１１P．苦情哲学③

［第４因子］
P．苦情マネジメント体制

.５５７P．苦情マネジメント体制①

.４２５P．苦情マネジメント体制②

.５９２P．苦情マネジメント体制③

.７７７６０.８４７２.４３４

.６８９D．苦情マネジメント技術②

［第５因子］
D．苦情対応プロセス

.４３７D．苦情対応プロセス②

.４０２D．苦情対応プロセス③

.４３８C．苦情処理・分析・報告③

note１；「D.苦情対応プロセス①」は，因子負荷量が０.４以上にはならなかったので，削除された。
note２；因子相関行列では，すべての因子間に正の相関関係（.２１７～.５３４）が認められた。



情件数やその時間的推移が定期的に処理・分析され
ている」「１７．苦情内容やその原因について様々な
角度から詳細に分析している」といった，クラブ会
員の声や苦情などを分析・処理・報告するという活
動から成り立っているので，「C．苦情処理・分析・
報告」と名付けることにした。
　続いて，第３因子を構成する６項目には，「５．
すべてのスタッフが苦情を『ビジネス・チャンス』
として捉えている」「６．苦情対応技術の向上が重
要な事業目標・課題である」といった苦情哲学に関
するインディケータと，「７．些細なことでも，会
員からの苦情にきちんと耳を傾けている」「８．会
員が苦情を言いやすい環境づくりを常に工夫してい
る」などの苦情申し立てを促進するインディケータ
などが包含されているので，「P．苦情哲学・苦情促
進」と呼ぶことができよう。
　さらに，第４因子には，「２．スタッフが苦情対
応に関する知識・技術を十分有している」「３．苦
情対応に関して，スタッフの適切な行動と判断が重
視されている」「４．苦情対応に関して，クラブ内
で適切な役割分担がなされている」など，苦情マネ
ジメント体制をいかにして整えていくかということ
に関するインディケータが集約されているので，
「P．苦情マネジメント体制」と命名することにした。
　最後の第５因子は，異なる構成概念の下に設定さ
れたインディケータ４項目が集まっているが，「１２．
会員の声を理解するために，スタッフが会員とのコ
ミュニケーションを密にとっている」「１３．各会員
の状況に合わせた苦情対応を行うよう心がけてい
る」「１４．苦情を申し立てた会員に対して公正な解
決策を提供するようにしている」「１８．苦情内容や
その原因について，クラブ内の会議等で定期的に報
告・共有されている」といったように，顧客苦情に
迅速かつ的確に対応していくための具体的な活動プ
ロセスを示している点が共通しているので，「D．
苦情対応プロセス」と命名した。
　以上のようなことから，７次元２２項目からなる仮
説的概念モデル（基本モデル）が，最終的には５次

元２１項目へと修正・改良された。そのため，今後は
５次元２１項目からなる修正・改良モデルを「顧客苦
情マネジメント戦略モデル」（以下，「戦略モデル」
と略す）と呼ぶとともに，以下ではこうした探索的
因子分析の実施によって得られた戦略モデルの構成
概念妥当性について検討していきたい。
（４）主成分分析と信頼性分析
　第４ステップは，各因子の説明力（分散）と各項
目の内的整合性を明確にする段階である。表５には，
因子単位での主成分分析と信頼性分析の結果がそれ
ぞれ示されている。はじめに，主成分分析では，い
ずれの因子においても第１主成分しか抽出されず，
それぞれの分散の値も非常に高かった。
　続いて，信頼性分析では，A．苦情情報フィード
バック，C．苦情処理・分析・報告，P．苦情哲学・
苦情推進，そしてD．苦情対応プロセスといった４
つの因子（次元）におけるクロンバックの信頼性α
係数がいずれも０.７以上であり，戦略モデルを反映
する構成概念としての信頼性を担保できていること
が明確にされた。しかし，P．苦情マネジメント体
制の次元については，α係数が０.６７９という低い値し
か得られなかったが，０.５を下回るような値ではな
いので，要約的次元としての信頼性は確保している
ものと思料される。
　このようなことから，探索的因子分析の結果，つ
まり５次元２１インディケータからなる戦略モデルの
構造的安定性と信頼性が検証されたと言っても過言
ではない。
（５）確認的（確証的，検証的）因子分析
　最後の第５ステップでは，第３・第４ステップで
得られた戦略モデルの構成概念妥当性を検討するた
めに，確認的因子分析を実施した（図５参照）。
　詳細な結果の考察に移る前に，図５の見方につい
て説明しておきたい。長方形（ ）は実際に測定
された「観測変数」（ここでは２１項目）であり，楕円
形（ ）は直接観測されない「潜在変数」と呼ば
れている。また，円形（ ）は「誤差変数」で，潜
在変数と同様に実測値をもたない非観測変数と呼ぶ
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ことができる。さらには，潜在変数から観測変数へ
と結ばれている片方向き矢印（→）は，独立変数か
ら従属変数に向けて結ばなければならない。したが
って，ここでは戦略モデルを構成する５因子が独立

変数で，各２１インディケータが従属変数に相当する
ことになる。
　一方，潜在変数間ないしは誤差変数間に結ばれる
双方向矢印（←→）は相関関係（共分散）を意味し
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図５　顧客苦情マネジメント戦略モデルの確認的因子分析の結果



ており，こうした片方向き矢印や双方向矢印のこと
を「パス」と呼んでいる。したがって，片方向きの
パスの傍らに示されている数値は標準偏回帰係数で
あるのに対して，双方向矢印に示されている数値は
相関係数ということができる。また，観測変数の右
角上に示されている数値は重相関係数の平方で算出
され，重決定係数または寄与率と呼ばれており，１
に近似するほど説明力が高いと言われている。
　このような見方で図５を考察してみると，すべて
の標準偏回帰係数及び相関係数において，０.１％水
準あるいは０.５％水準で有意であることが認められ
た。また，適合度評価指標は，GFI＝０.８４３，AGFI＝
０.７９８，CFI＝０.８９１，RMSEA＝０.０７１，AIC＝３９９.５４９，
であり，４．データの分析方法で示した完全基準に
はやや満たないものであったが，許容範囲内と解釈
することができよう。つまり，戦略モデルの構成概
念妥当性が確認されたと言っても過言ではない。
　しかし，確認的因子分析の結果，適合度評価指標
が著しく悪く，実測データに対して不適切な場合，
あるいはより適切なモデルへの修正・改良の余地が
ある場合，モデルの修正を実施することも可能であ
る。本研究では，IBM SPSS Amos ２１.０を共分散構
造分析ソフトとして援用したこともあり，Amos独
自の修正指数（Modification Index; M.I.，修正指標
ともいう）に基づいてモデル修正を行うことができ
る。修正指数とは，相関を仮定していない変数間や
パスを想定していない変数間に，もし相関やパスが
あった場合にどれほどカイ２乗値が減少するかの推
定値を示したものであり，修正指数が大きな値をと
っている関係を設定することで５），モデルの適合度
が改善される（山本・小野寺，２００５，p.４３）。いうな
れば，「より適切なモデル構築のための手がかり」
となる指標である。
　したがって，参考までに修正指数を算出してみる
と，誤差変数e4－e21間のそれが８.９３６，e1－e4間の
それが７.７０６，およびe8－e16間のそれが７.５９６と最
も高い数値であった。そこで，「C．苦情処理・分
析・報告④」の e4と「C．苦情処理・分析・報告

③」のe21との間や，「A．苦情情報フィードバック
①」の e1と「C．苦情処理・分析・報告④」の e4
との間，および「P．苦情哲学①」のe8と「P．苦情
マネジメント体制②」のe16との間の関係性を理論
的に吟味してみると，e4－e21間は当初同じ次元で
あった点，e1－e4間は原因把握と質的向上・改善へ
の活用という関連性，そしてe8－e16間はスタッフ
に関する事柄である点といったように，両者の関係
性に共変動を仮定することには理論的に意味がある
ものと判断できる。
　このように，誤差変数間の共変関係は，上述した
３つ以外にも１０の共変関係を抽出することができ，
詳細は割愛するが，すべてにおいて理論的に意味が
あるものと思料される。図５では，それぞれの誤差
変数間における双方向矢印のパスを省略しているが，
合計１３の共変関係を認めた上で再分析した結果，カ
イ２乗値（自由度）は２００.１２５（１６６）で，有意確率
p値は.０３６となるとともに，適合度評価指標は，GFI
＝０.８８３，AGFI＝０.８３７，CFI＝０.９６８，RMSEA＝０.０４０，
AIC＝３３０.１２５となり，最初の指標よりもデータに適
合した結果が得られた。
　しかし，いずれにしても，戦略モデルの構成概念
妥当性を確認することができたし，今後の分析にも
大きな影響を及ぼすことは考えられない。以上のよ
うな結果から構築された「民間クラブ経営における
顧客苦情マネジメント戦略モデル」が図６である。
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図６　顧客苦情マネジメント戦略モデルの提示



Ⅳ．結　語

　本研究の目的は，民間クラブの経営に焦点をあて，
民間クラブ組織がクラブ会員からの顧客苦情をどの
ように認識しているのかを明確にするとともに，民
間クラブ経営における顧客苦情マネジメント戦略に
ついて体系化していくことであった。
　本研究の結果は，以下のように要約することがで
きる。
　（１）顧客苦情に対する民間クラブ組織の捉え方
について分析した結果，民間クラブ組織の７７.５％は
顧客苦情を「抑制要因」や単なる「刺激要因」とし
て認識しており，自クラブのスポーツ経営に「危
機」感を持たせ，絶え間なるビジネス・イノベーシ
ョンを起こすのに最適な「促進要因」としてポジテ
ィブに捉えている民間クラブ組織は１８.８％に過ぎな
いということが明確にされた。
　（２）顧客苦情マネジメント体制の状況について
吟味した結果，民間クラブ組織においては，苦情対
応部門の設置や苦情担当責任者の配置などの組織体
制は充実しているが，そうした組織体制を効率的か
つ効果的にマネジメントしていくためのソフト・イ
ノベーション（目的や業務内容，苦情対応マニュア
ルの作成，予算措置，苦情処理・分析ツールの開発
など）については推進されていないということが明
らかにされた。
　（３）「顧客苦情マネジメント戦略に関する仮説的
概念モデル」を構成する７次元２２インディケータの
探索的因子分析を実施した結果，民間クラブ経営に
おける顧客苦情マネジメント戦略モデルが「A．苦
情情報フィードバック」「C．苦情処理・分析・報
告」「P．苦情哲学・苦情促進」「P．苦情マネジメン
ト体制」「D．苦情対応プロセス」といった５次元
（２１インディケータ）から構成されることが示唆さ
れた。その後，主成分分析，信頼性分析，および確
認的因子分析を行った結果，顧客苦情マネジメント
戦略モデルの構造的安定性と信頼性，および構成概

念妥当性についても十分な値が確認された。
　以上のような結果から，本研究では，民間クラブ
経営における顧客苦情マネジメント戦略モデルを構
築することができたと言っても過言ではない。また，
こうした顧客苦情マネジメント戦略モデルは，民間
クラブ組織のスポーツマーケティング戦略や顧客関
係性マーケティング戦略を構築する上での有益な視
座を提示してくれるものと思料される。
　しかしながら，本研究の分析と吟味を進めていく
上で，いくつかの問題が今後の研究課題として残さ
れた。第一に，本研究では，ア・プリオリに設定さ
れた仮説的概念モデルの信頼性と妥当性を確認する
ために，民間クラブ組織を調査対象としたが，こう
した顧客苦情マネジメント戦略モデルの汎用性をよ
り一層高めていくためには，今後，多岐にわたるス
ポーツ組織においても広く調査を実施し検証作業を
積み重ねていくことが必要不可欠であろう。
　第二は，本研究が操作科学的アプローチに依拠し
ているために，仮説的概念モデルを構成する概念の
操作化と測定のためのインディケータの客観性・妥
当性・信頼性に関わる問題である。本研究では，理
想的なモデル構築のために，２２インディケータに対
する探索的因子分析と確認的新分析を併用したが，
とりわけ，確認的因子分析においては，適合度評価
指標が許容範囲ではあるが，完全基準にはやや満た
ないものであった。それゆえ，測定のためのインデ
ィケータ項目の選択とその操作化，およびワーディ
ングなどに関しては，今後，より一層の精緻化と修
正が要求されるかもしれない。
　第三に，本研究においては，組織規模・スタッフ
特性や店舗形態・規模などの組織特性を考慮するこ
となく，顧客苦情マネジメント戦略モデルの構成概
念と各インディケータのみを分析した。しかし概し
て，民間クラブ組織そのものは小規模であることが
多いため，日常的なスポーツ・フィットネスサービ
スの提供に追われ，こうした顧客苦情マネジメント
戦略の策定にまでは至っていない民間クラブ組織も
見受けられる。今後は，こうした組織特性なども考
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慮に入れながら，顧客苦情マネジメント戦略のあり
方等を分析していくことが喫緊の課題であろう。
　最後は，こうした顧客苦情マネジメント戦略モデ
ルの構築と実践が，クラブ会員の顧客苦情行動のあ
り方やクラブ退会率，顧客満足の向上や顧客ロイヤ
ルティの獲得，およびサービス・リカバリー・パラ
ドックス現象に対してどのような影響を及ぼすのか
について検証することである。
　したがって，今後，こうした研究課題を超克して
いくことによって，本研究で実証された顧客苦情マ
ネジメント戦略モデルの妥当性と有効性がより一層
高まり，民間クラブ組織をはじめ，多くのスポーツ
組織において効果的なスポーツ経営戦略として積極
的に活用されていくことが期待される。
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注
１） ここで，相関を仮定する斜交回転を選択したの
は，項目間相関分析において多くの項目間に有意
な相関関係が認められたからである。

２） しかし最近では，実測データに矛盾しないモデ
ルとしてGFIやCFIには０.９５前後以上という，よ
り厳しい数値条件が求められ始めている（狩野・
三浦，２００３，p.１４１）。

３） RMSEAが約０.０８以下の値は妥当な近似誤差を
示すものであると考えることもできる（Arbuckle, 
２０１２）。

４） 顧客苦情内容の１６カテゴリーについては，中西
（２０１０b）が不平・不満を持ったクラブ会員３７９名
から自由記述回答方式（第１位～第５位までの一
部順位回答形式を併用）を用いて収集した不平・
不満データ（自由回答テキストデータ）を「テキ
ストマイニング」（Text Mining）によって吟味し
分類した結果を採用した。

５） 修正指数の閾値は任意に設定できるが，５％水
準でカイ２乗値が有意に変化するためには，３.８４

以上の減少が必要となるため，３.８４以上の値を設
定することが多く（山本・小野寺，２００５，pp.１２０-
１２１），特にAmosではデフォルト値である４.０以上
を設定して，モデル修正への手がかりを把握する
ことが一般的である。
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Abstract : Levitt (1983) maintains that “complaints are a necessity, and one of the surest signs of a bad or 
declining relationship is the absence of complaints from the customer. Nobody is ever that satisfied, 

especially not over an extended period of time.” Exactly, “a customer complaint is a gift” (Barlow and 

Moller, 1996), and many such customer complaints can lead businesses to implement innovations. 

Therefore, many sport organizations should view customer complaint management as an essential sport 

marketing strategy for improving customer satisfaction and building customer loyalty.

　The purpose of this study was to examine a hypothetical conceptual model of customer complaint 
management strategy (CCMS) in commercial sport and fitness clubs (CSFCs). From February 12 through 

April 30 in 2013, questionnaires containing 22 indicators were distributed to a total of 1,000 CSFC managers, 

and a total usable sample of 137 managers was collected, resulting in a response rate of 13.7%. The main 

statistical techniques employed were exploratory factor analysis (EFA), confirmatory factor analysis (CFA) 

by using IBM SPSS Amos 21.0, principal component analysis (PCA), and Cronbach’s reliability analysis.

　The main findings are summarized as follows:
1) Whereas a total of 77.5% of CSFCs recognized customer complaints as a constraining factor or a stimulus 

factor, only 18.8% of CSFCs viewed them as an effective factor.

2) Using EFA and PCA, a 5-dimensional model of CCMS emerged: “complaint information feedback,” 

“complaint processing/analysis/reporting,” “complaint philosophy/complaint simulation,” “complaint reaction 

process,” and “complaint management organization.” Also, the result of CFA was that the 5-dimensional 

model has a better fit for the data (GFI=0.843, AGFI=0.798, CFI=0.891, RMSEA =0.071, AIC=399.549).

　In conclusion, the present findings suggest that the above 5-dimensional model can be a valid viewpoint of 
relationship marketing strategy for obtaining customer delight and customer loyalty. Additionally, this study 
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